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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

未来を担う子どもたちが健全な心と身体を培うとともに、すべての町民が心身の健康を確保し、

生涯にわたって生き生きと暮らすことができるようにすることが大切です。そして、その基礎とな

るのは、毎日の生活に欠かせない｢食｣です。 

しかしながら、近年、私たちの食生活はライフスタイルの多様化などに伴って大きく変化し、栄

養の偏りや朝食の欠食などが問題となるとともに、肥満や糖尿病等の生活習慣病も増加しています。

さらに、流通の広域化や国際化により、生産者と消費者の距離が遠くなったことによる｢食｣への無

関心、知識の欠如等が指摘される一方、食品の偽装表示や家畜伝染病の発生など、｢食｣の安全・安

心に対する不安も高まっています。 

私たち町民一人ひとりが、｢食｣についてあらためて見直し、自然の恩恵や｢食｣に関わる人々の

様々な活動への感謝の念や理解を深めながら、家庭、学校、地域等あらゆる場面で食育の推進に取

り組むことが重要です。 

また、地産地消の取り組みは、地域の伝統的な食材や料理をもう一度見つめ直し、継承していく

ことにつながることから、豊かで健康的、文化的な食生活の実現に寄与するものと言えます。 

このような状況のもと、国は、食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践

する人間を育てる「食育」を国民運動として推進していくことを目的に、平成１７年７月「食育基

本法」を施行しました。さらに、この法に基づき平成１８年３月「食育推進基本計画」、令和３年３

月「第４次食育推進基本計画」を策定し、国の食育に対する方向性を示しています。宮崎県におい

ては、平成１８年９月に「宮崎県食育推進計画」、「宮崎県地産地消推進計画」、平成２９年１月「宮

崎県食育・地産地消推進計画」を策定し、食育と地産地消の一体的推進を図る方図を示しています。 

今後は、地域の特徴を活かしつつ、町民が食育や地産地消について関心を持ち、その知識や実践

する力を習得し、次世代に継承できるようにしていく必要があります。そのため、関係者による連

携・協力のもと、食育・地産地消を町民と共に総合的・計画的に推進していくことを目的に「五ヶ

瀬町食育・地産地消推進計画」を策定します。 

２ 計画の位置づけと期間 

この計画は、食育基本法第１８条第１項の規定による市町村食育推進計画及び地域資源を活用し

た農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律第４１条第

１項の規定による市町村促進計画として位置付けるものとします。 

また、計画の推進にあたっては、町政運営の指針となる｢第６次五ヶ瀬町総合計画｣ (令和３年)

をはじめ、関係計画との整合性を図っていきます。 

なお、この計画は令和４年度を初年度とし、令和８年度を目標年度とする５か年計画とします。

ただし、計画期間中に状況の変化等が生じた場合には、必要な見直しを行います。 
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第２章 食をめぐる現状 

１ 食生活の変化 

高齢化が進行する中で、健康寿命の延伸や生活習慣病の予防が引き続き国民的課題であり、栄養

バランスに配慮した食生活の重要性は増している一方で、食に関する国民の価値観や暮らしの在り

方も多様化し、健全な食生活を実践することが困難な場面も増えてきていることや、地域の伝統的

な食文化が失われていくことが危惧されています。 

また、食の供給面では、農林漁業者や農山漁村人口の高齢化・減少が進む中、食料自給率が低下

している一方、食品ロスが発生しているということや、異常気象に伴う自然災害の頻発等、地球規

模の気候変動の影響が顕在化しており、食の在り方を考える上で環境問題を避けることはできなく

なっています。 

（１）食育に関心を持っている国民の割合 

食育に関心を持っている（食育に「関心がある」及び「どちらかといえば関心がある」）国民

の割合は８３．２％でした（図表 1-1）。 

図表 1-1 食育に関心を持っている国民の割合の推移 
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（２）朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数  

朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数は、一週間当たり９．６回（朝食４．１

回、夕食５．５回の合計）で、朝食、夕食を家族と一緒に「ほとんど毎日食べる」人の割合は

朝食４９．７％、夕食６７．７％でした（図表 1-2）。 

図表 1-2 朝食、夕食を家族と一緒に食べる頻度の推移 
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（３）朝食を欠食する子供の割合 

朝食を欠食する子供（朝食を毎日食べることを「全くしていない」及び「あまりしていない」

と回答した小学校６年生）の割合は４．６％でした（図表 1-3）。 

図表 1-3 朝食を欠食する子供の割合の推移 

（４）朝食を欠食する若い世代の割合 

朝食を欠食する（「週に２～３日食べる」及び「ほとんど食べない」）若い世代の割合は２１．

５％でした（図表 1-4）。 

図表 1-4 朝食を欠食する若い世代の割合の推移 
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（５）主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上ほぼ毎日食べている国民の割合 

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上「ほぼ毎日」食べていると回答した国

民の割合は３６．４％でした（図表 5-1）。  

図表 5-1 

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上ほぼ毎日食べている国民の割合の推移 

（６）主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合 

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上「ほぼ毎日」食べていると回答した若

い世代の割合は２７．４％でした（図表 6-1）。 

 図表 6-1 

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合の推移 
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（７）生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生

活を実践する国民の割合 

生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生活 

を「実践している」（「いつも気をつけて実践している」及び「気をつけて実践している」の合 

計）と回答した国民の割合は６４・３％でした（図表 7-1）。  

図表 7-1 

生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生活を実践

する国民の割合の推移 

（８）食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合 

食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合は７６．７％でした（図表 8-1）。 

 図表 8-1 食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合の推移 
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 （９）五ヶ瀬町の生活習慣病の予防 

五ヶ瀬町の疾病による死因については、がん、心臓病、脳疾患が上位となっており、それら

に至る生活習慣病の発症や重症化予防が大きく影響しています。特に五ヶ瀬町ではメタボ予備

軍、血圧、脂質、血糖・脂質の有所見率が高く、特定健診の受診率を上げる取り組みに加えて、

有所見率を減らせるように、若い世代からの「正しい食生活」の普及啓発が大切です。 

 ①特定健診受診率（国保 40歳～74 歳） 

年度 H29 H30 H31 R2 R3 

受診率（％） 56.5 59.1 60.7 55.9 53.7 

※KDB より R4.2.28 時点 

②特定健診有所見率 

令和 2年度 
五ヶ瀬町 同規模平均 

割合（％） 割合（％） 県内順位 

メタボ予備軍 16.0 5 12.3 

血圧 12.8 4 9.0 

脂質 2.8 8 2.6 

血糖・脂質 1.7 1 1.1 

※KDB より 

健康教室の様子 

高血圧予防の減塩料理の試食会 減塩の味噌汁と漬物 
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 （１０）歯科保健の状況 

   （ア）１歳６か月児の一人平均むし歯数及び有病者率 

     １歳６か月児の一人平均むし歯数及び有病者率は、年々減少している。 

     宮崎県と全国平均との差は年々縮小する傾向にある。 

図 1 １歳６か月児一人平均むし歯数及び有病者率の推移 

  （イ）市町村別 

    令和元年度の１歳６か月児一人平均むし歯数は、県平均で０．０３本、最も多い市町村で

０．１３本、最も少ない市町村で０本である。 

図 2 令和元年度 市町村別１歳６か月児一人平均むし歯数 
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  （ウ）３歳児の一人平均むし歯数及びむし歯有病者率 

    ３歳児の一人平均むし歯数及び有病者率は、年々減少している。 

    宮崎県と全国平均との差は年々縮小する傾向にあるが、全国平均と比較して多い（高い）

状況である 

図 3 ３歳児一人平均むし歯数及び有病者率の年次推移 

  （エ）市町村別 

    令和元年度の３歳児一人平均むし歯数は、県平均で０．５８本であり、最も多い市町村で

１．６１本、最も少ない市町村で０本である。 

図 4 令和元年度 市町村別３歳児一人平均むし歯数 
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  （オ）１２歳児の一人平均むし歯数及び有病者率 

    １２歳児の一人平均むし歯数及び有病者率は、年々減少しているが、全国平均と比較して、

多い（高い）状況である。 

図 5 １２歳児一人平均むし歯数（永久歯）及び有病者率（乳歯及び永久歯）の年次推移 

  （カ）市町村別 

    「第２期宮崎県歯科保健推進計画」の目標項目である１２歳児一人平均むし歯数は、令和

２年度０．９３本であった。（令和５年度目標０．８本） 

図 6 令和２年度 市町村別１２歳児一人平均むし歯数（永久歯） 

※（出典） 宮崎県母子保健事業実績（宮崎県健康増進課） 

地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省） 

学校保健統計調査（文部科学省） 

宮崎県の学校における歯科保健統計（宮崎県健康増進課） 
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（１１）男性料理教室 

   介護予防を目的に男性料理教室を実施。男性は女性に比べて人の集まりに参加しにくいため、

料理教室を月に１度実施しています。また、自分で料理を作るということは、自らの健康に気

を配り、元気に暮らしていくことにつながります。令和２年度から初心者コースを開設して参

加しやすい教室になっています。 

   現在、初心者コース１０名、上級者コースに７名の登録があります。 

開催頻度と内容（令和２年度） 

 初心者コース 上級者コース 内  容 

第１回 ５月２８日 ５月２９日 基本の料理 

第２回 ７月 ２日 ７月 ３日 基本の料理 

第３回 ７月３０日 ７月３１日 介護予防の食事 

第４回 ９月 １日 ９月 ２日 野菜たっぷり料理 

第５回 ９月２４日 ９月２８日 揚げものに挑戦 

第６回 １０月２９日 １０月３０日 秋の味覚を楽しもう 

第７回 １１月２６日 １１月２７日 青背の魚と野菜をとって脳を活性化させる 

第８回 １２月２４日 １２月２５日 バランスのいい食事で免疫力アップ！ 

第９回 ２月２５日 ２月２６日 高血圧改善のカギは減塩！ 

第１０回 ３月２５日 ３月２６日 ＜時間栄養学＞を取り入れよう 
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２ 農林水産業の現状と食文化 

 （１）五ヶ瀬町の農林水産業の現状と課題 

本町は農林業が基幹産業であり、地域の特性を活かした園芸、畜産、釜炒り茶の「五ヶ瀬み

どり」等の特用産物（茶）等の規模拡大や、花き、ぶどう、夏秋いちご等の栽培を進めていま

す。他にも、生産者組織の支援や農業経営の法人化に対する支援等を行い、農業経営の安定に

努めています。 

一方、少子高齢化に伴う担い手不足により離農や兼業化が進んでいます。担い手の主な年齢

層は６０代、次いで５０代であり、今後も引き続き農業を継続できるよう、支援等の検討が必

要です。あわせて、有害鳥獣被害による生産性・経済性の減退が課題となっており、中山間地

域直接支払事業による農用地の維持管理活動や、獣害防止対策等に努めています。今後は、地

域の特徴を活かした作物の栽培の推進や、栽培技術の向上のための支援などが必要です。 

農業基盤整備は遅れていますが、一定の財源を要するため、補助事業等に依存しなければ整

備できない実情があり、既存施設の老朽化に伴う施設の改修等が課題です。 

 （２）農家戸数の推移 

農家戸数の推移をみると、総数は減少傾向にあり、令和２年には３２８戸と、平成１２年か

ら２０５戸減少しています。 

単位：戸 専業農家 

兼業農家 

合計 第１種 

兼業農家 

第２種 

兼業農家 
小計 

平成 12 年 93 139 301 440 533 

平成 17 年 83 146 258 404 487 

平成 22 年 125 91 228 319 444 

平成 27 年 134 66 190 256 390 

令和 2 年 91 43 194 237 328 

資料：令和 2年農林業センサス 

 （３）農作物別経営体数 

農産物販売金額の部門別経営体数をみると、最も数が多くなっているのが「稲作」となって

おり、次いで多くなっているのが「露地野菜」と「施設野菜」となっています。 

稲作 

雑穀 

イモ類

等 

工芸 

農作物 

露地 

野菜 

施設 

野菜 
果樹類 

花き 

花木 
その他 

作付経

営体数
106 3 16 37 34 16 8 21 

資料：令和 2年農林業センサス 

- 12 -



 （４）食文化 

   五ヶ瀬町には古くから伝えられた独特の料理があり、その料理はいろいろな行事と一体とな

ったものや、共同作業など労働のなかから生まれたものです。 

現在では、日常の生活では見ることがなくなった「看護めし」（幼児やお年寄り、病人に少

しでも食が進むように竹の笹に米をちまきのように三角に包み煮たもの）や「こうらあげ」（釜

炒りが終わった後の釜の余熱を利用して焼いただご）など受け継いでいくべき食文化がありま

す。 

その食文化の継承に「ふるさと五ヶ瀬ならわしをたずねて」（発行：昭和 63 年 3月）、「五ヶ

瀬夕日の里四季の御膳」（発行：平成 14年 3月）などを発行し活用してきました。 

  （ア）煮しめ・・・祭りや共同作業後によく出される。椎茸、人参、里芋、竹の子、ごぼう、

わらび、ぜんまいなどが使われ、家庭ごとにそれぞれの味がある。 

  （イ）だご汁・・・祭りや共同作業後によく出される。大鍋で作られるだご汁は、ご飯がすす

む一品。 

  （ウ）釜炒り茶・・・五ヶ瀬みどりは標高４００～８００ｍの山間地の冷涼な気候の中で育ま

れ、ゆっくりと釜で炒って作られる。そうして作られた釜炒り茶は、「釜

香」と呼ばれる独特の香ばしい香りがあり、渋みが少なくすっきりとし

た味わいで、喉の渇きを潤すのに適している。水色は透明感があり、黄

金色をしている。 

  （エ）五ヶ瀬ワイン・・・五ヶ瀬町で採れたぶどうだけを使って醸され、果実をそのまま閉じ

込めたかのようなみずみずしい香りと芳醇な味わいがする。 

・ふるさと五ヶ瀬ならわしをたずねて 

・五ヶ瀬夕日の里四季の御膳 

煮しめ 
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３ 食育・地産地消の現状 

 （１）保育所での食育 

   食を身近に感じたり、食に関する正しい知識を習得するために、栄養士による講話やクッキ

ングなどを行っています。 

保護者に向けては給食便りの発行を行い、食に関する様々な情報を提供しています。 

頻度と内容（令和２年度） 

月 中央保育所 鞍岡保育所 内容 

５月 

２６日 

きりん・ぱんだ 

うさぎ（箸） 

１３日 

きりん・ぱんだ 
赤・黄・緑のお話 

うさぎ：箸 

６月 
２日 

きりん・ぱんだ 

３日 

きりん・ぱんだ 

歯科指導 

（保健師） 

７月 
１０日 

きりん・ぱんだ 

1７日 

きりん・ぱんだ 
箸の持ち方 

１２月 
１１日 

きりん 

1０日 

きりん 
各園でクッキング 

１月 
 ８日 

きりん 
もちつき 

２月 
１０日 

きりん・ぱんだ 

４日 

きりん・ぱんだ 
お話 

きりん：年長児 ぱんだ：年中児 うさぎ：年少児 
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 （２）学校給食における地場産物の活用状況 

五ヶ瀬町では、町内の食材を使った給食を実施することで、食を通して人とのつながりを深

め、感謝の気持ちを育むことを目的に、毎月１６日「ひむか地産地消の日」に地元食材を使っ

た給食を実施しています。 

また、令和２年度、３年度は各種事業等を活用し、県産かんぱち、みやざき地頭鶏、高千穂

牛等を提供しています。 

令和３年度 地元産（県・町産）食材学校給食提供状況 

食 材 献 立 

６月１４日 県産かんぱち かんぱちの竜田揚げ 

 ６月 ９日 みやざき地頭鶏 地頭鶏カレー 

 ７月 ２日 県産かんぱち かんぱちのねぎソースあえ 

７月 ８日 みやざき地頭鶏 地頭鶏親子丼 

８月３１日 高千穂牛 焼肉丼 

９月 ２日 県産マダイ 鯛茶漬け 

９月２４日 五ヶ瀬産ぶどう 生で提供 

９月２８日 県産かんぱち かんぱちのレモンマリネ 

１０月１３日 高千穂牛 宮崎牛・きんぴらごはん 

１０月１８日 みやざき地頭鶏 地頭鶏と里芋のみそ煮 

１０月２７日 高千穂牛 肉じゃが 

１１月 ４日 県産うなぎ うなぎめし 

１１月１６日 高千穂牛 高千穂牛・すきやき煮 

１１月１７日 県産かんぱち かんぱちの野菜あんかけ 

１２月１５日 高千穂牛 高千穂牛丼 

１２月１７日 味噌 大根葉の味噌汁 

１２月２１日 みやざき地頭鶏 地頭鶏神楽うどん 

１月１７日 やまめ やまめの唐揚げ 

１月３１日 県産かんぱち かんぱちのおろしかけ 

２月 ８日 県産マダイ 鯛めし 

２月１６日 鹿肉 鹿と豆のケチャップ炒め 
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かんぱちの竜田揚げ、麦ごはん、月菜汁 

即席漬け、牛乳 

うなぎめし、きのこの山里汁、大根の酢の物 

牛乳 

高千穂牛すき焼き煮、麦ごはん、きゅうりと

わかめの酢の物、牛乳 

五ヶ瀬やまめの唐揚げ、麦ごはん 

鶏ごぼう汁、かぶの即席漬け、牛乳 

鯛めし、白菜と肉団子のスープ 

れんこんサラダ、牛乳 

鹿と豆のケチャップ炒め、麦ごはん 

とうふと卵のスープ、牛乳 
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 （３）「早寝・早起き・朝大豆」事業の取り組みについて 

文部科学省が、平成１８年度から「早寝・早起き・朝ごはん」運動を実施しており、これに

併せ、五ヶ瀬町では平成２９年度より「早寝・早起き・朝大豆」運動に取り組み、平成３０年

度から事業を展開し推進しています。（P18参照） 

また、平成３０年５月に「五ヶ瀬町家庭教育五ヶ条」を制定し、「早寝・早起き・朝大豆」を

キャッチフレーズに、五ヶ瀬町全体で「元気なあいさつ・質の良い睡眠・家族のふれあい・食

育・ノーメディア」を柱として、将来の五ヶ瀬町を支える人材を地域全体で育む運動を推進し

ています。その中の一つである「笑顔でご飯身体と心のエネルギー」は食育として、学校で「早

寝・早起き・朝大豆」推進事業に取り組んでいます。 

①Ｌｅｔ‘Ｓ ＳＯＹ培 

町内全学校で、大豆の植え付けから収穫まで行っています。収穫した大豆は、学校給食等で使用

しています。令和２年度は、五ヶ瀬町福祉作業所日融工房様にご協力いただき、栽培した大豆を

原料にオリジナルの味噌を作りました。味噌は約 1年間かけて熟成させた後、令和３年１２月の

学校給食でお味噌汁として提供しました。 

大豆栽培 

植え付け作業 

令和３年１２月１７日の献立 

大根の味噌汁、麦ごはん 

鶏肉と椎茸の南蛮、牛乳  

②Ｗｏｏ！ＭＹ ＤＡＩＺＵ  

町内小中学生から募った大豆レシピ集「Woo！ MY DAIZU」を発刊し、部門ごとの表彰を行ってい

ます。令和３年度は、おかず、スープ、サラダ、デザートなど計１６７作のレシピが集まりまし

た。 

③学校給食地産地消メニュー 

地元で採れた野菜や特産物を、学校給食に提供しています。（P15、P16 参照） 

「早寝・早起き・朝大豆」イメージキャラクター 

フラちゃん                ボンくん 
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  広報「五ヶ瀬」で２０１８年４月から２０１９年３月までの１年間「早寝・早起き・朝大豆」

運動の特集記事が掲載されました。 

（下記は２０１９年３月号） 
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（４）農林水産物直売所の現状 

五ヶ瀬町には、特産センターごかせがあり、五ヶ瀬の特産品や新鮮な野菜が販売されていま

す。また、食堂では地元食材を利用した食事を味わうことができます。 

野菜の販売は町民のみならず県外からの購入者も多く、増加傾向にあります。それに伴い、

出荷者も増加傾向でしたが、現在は３００人前後となっています。（図表 1） 

直売所で農産物が売れることで、生産者はやる気を感じることができ、所得向上、品質向上

につながります。また、安全・安心な地元産をとおして消費者に、「食」・「農」に対して関心を

持ってもらうことができます。 

（図表 1） 特産センターでの野菜販売額の推移及び出荷者の推移 
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第３章 食育・地産地消推進にあたっての基本的な考え方 

１ 基本理念 

食育基本法では、『食育は、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基本となるべき

ものと位置づけるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得

し、健全な食生活を実践することができる人間を育てること。』とされています。県では、平成２

９年に、家庭･学校･地域など、いつでも、どこでも、｢いのちの恵み｣ に感謝する言葉｢いただきま

す｣を心を込めて発し、｢食｣と｢農｣の身近な関係づくりを進めるために、いろいろな取り組みがな

されているところです。 

本町では、「第６次五ヶ瀬町総合計画」により将来像を「人と『ともに』 地域と『ともに』 自

然と『ともに』 笑顔でつながるまち 五ヶ瀬」としました。これまで人・地域・自然が共存・共

栄し、営みを続けてきた本町にとって、これら３つの要素はどれも不可分であり、欠かすことがで

きないものです。そこで、人・地域・自然それぞれの魅力が将来長きにわたり守られ、かつ最大限

に発揮された町の姿こそが本町の理想像であると、上記の将来像を設定しました。将来像の実現に

向け、行政や地域住民をはじめとした様々な主体が力を合わせながら、まちづくりを進めます。 

また、町の将来像を実現していく中で、人・地域・自然がもたらす恩恵や魅力のもと、住民誰も

が暮らしに幸せを感じ、笑顔になれるようなまちづくりを進めます。そして、町を訪れる誰もが、

笑顔あふれる人々や地域と接する中で、自分も笑顔になれるような、「笑顔でつながるまち」の実

現を目指します。 

本計画は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために必要な基本的事項を

定めるもので、この計画に基づき食育の推進を町民運動として展開することにより、生涯にわたっ

て健全な心身を培い、豊かな人間性を育むことができる社会の実現を目指すことから、本計画にお

ける基本理念を次のとおりとします。 

２ 基本的施策 

本計画の基本目標の達成に向け、次の４つを基本的施策とします。 

（１）楽しみながら食生活の改善に向けた取り組みの推進 

（２）子どもの成長に応じた食育の推進 

（３）地域の食文化と農林水産業に根ざした食育の推進  

（４）地元農林水産物の効果的な活用と循環型社会の構築 

人・地域・自然 笑顔でつながる「食」と「農」 
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第４章 食育・地産地消推進に関する具体的な取り組み 

１ 楽しみながら食生活の改善に向けた取り組みの推進 

五ヶ瀬町健康増進計画と連携した、栄養・運動・こころに関する食生活の改善に取り組みます。 

（１）食生活改善活動の推進  

●料理教室の開催 

大人や子どもを対象とし、楽しく料理をつくり、楽しく食べることを目的にした料理教室

を開催します。栄養士が講師となり、町民の多くが不足状態となっている野菜と牛乳など

を活用した料理教室にします。郷土料理も献立に取り入れ、食文化の継承もしていきます。 

●食育情報の提供 

広報・パンフレットなどを利用して食生活や食育の情報を提供します。 

（２）活動推進のための人材育成  

●食に関するイベントの開催 

各イベントなどでバランスのよい食生活や地元産の食材を活用した料理の紹介を行い食

育・地産地消を推進します。 

（３）健康づくりや生活習慣病予防・改善の推進  

●食習慣と運動習慣の関係を学ぶための情報提供  

●各種がん検診受診の推進  

●定期的な歯科検診受診の推進  

●健康診断(特定健診)受診の推進  

２ 子どもの成長に応じた食育の推進 

 乳幼児期から食べることの大切さや楽しさを実感し、望ましい食習慣を身につけることができ

るよう、家庭と学校・保育所等が連携しながら、子どもの成長・発達段階 に応じた食育を推進し

ます。 家庭では、家族ぐるみで食育を学び、子どもに正しい食習慣を身につけさせ、実践するこ

とを推進します。 

（１）家庭における望ましい食習慣の定着促進 

●野菜、乳製品の摂取量の増加を推進  

●１日野菜料理プラス１皿運動の推進 

●塩分の過剰摂取抑制を促進  
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（２）保育所等における食育の推進  

●体験活動・給食等を通した食育の推進 

農作物の栽培・収穫や調理実習など体験活動や給食等を通じて、食材や手作りへの感謝の

心を育むとともに、基本的な食事マナー等の定着を図ります。 

●家庭への情報提供による連携推進 

食に対する関心と理解を深め、正しい食事のあり方や望ましい食習慣を身に付けさせるた

めに「給食だより」等を通して家庭の役割に関する啓発と連携の充実に努めます。 

（３）学校における食育の推進 

  学校における食に関する指導は、給食の時間をはじめ広く行っています。食に関する指導は、

児童・生徒の発達段階に応じて、栄養教諭等が学級担任と連携して行うことが必要です。児童・

生徒の望ましい食習慣の形成を図るために、学校・家庭・地域が一体となって、食に関する様々

な体験活動や学校給食を活かした食育を推進していきます。 

●「早寝・早起き・朝大豆」の定着を図り、基本的生活習慣の確立を目指します。 

●学校給食に五ヶ瀬町産の食材を積極的に利用し、地産地消を推進します。 

●学校内外の農地で、大豆、茶、さつまいもなどを栽培する農業体験を実施し、収穫した作

物を利用した調理実習などを行うことで、生産者への感謝の気持ちを育むなど、生きた教

材を活用した指導を推進します。 

３ 地域の食文化と農林水産業に根ざした食育・地産地消の推進 

特色ある食文化を継承するとともに、地域資源を活用した生産者と消費者の交流を推進します。  

（１）食文化の継承と活用  

●各地区での行事を積極的に活用し食文化の継承を行います。 

●学校での郷土料理の学習や食事提供や地域行事等の参加交流により、郷土料理等の食文化

の伝承や地域食材の理解に努めます。 

（２）農林水産業体験活動の取り組み  

●農林水産業体験の機会を確保するための活動の支援  

●生産者等による、食育・地産地消の推進への自主的な活動の支援  
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４ 地元農林水産物の効果的な活用と循環型社会の構築  

（１）学校給食や保育所給食等への地元農林水産物の活用 

（２）農林水産物の加工食品への利用促進と消費者への周知 

（３）ゴミの分別やリサイクル社会の促進 

（４）生産者（生産・加工・流通・販売）と消費者をつなぐ仕組みづくりの推進 

 （５）五ヶ瀬釜炒り茶の食茶の推進 

（６）イノシシやシカを使ったジビエ料理の開発 

（７）地元産品を活用した新商品の開発や６次産業化を目指す農業者の支援 

- 23 -



- 24 -



第５章 計画の推進にあたって 

１ 推進体制 

健康で豊かな食生活の実現と、地域の農林水産物の利用促進を図るため、町民を始め、農林水産

業者、教育・福祉関係者、関連事業者などと行政機関が相互に連携を取りながら一体的に取り組む

ことが必要です。 

この取り組みを円滑に進めるため、それぞれの役割を明確にし、本計画を推進します。また、Ｓ

ＤＧs（持続可能な開発目標）を意識し町民のより良い生活が実現される社会を目指します。 

２ 関係者の役割 

（１）町の役割 

食育・地産地消に関わるそれぞれの主体が、様々な活動を行いやすくするために、積極的に

支援を行います。 

そのための体制整備や情報発信のほか、継続的に活動が行われる先導役を務めます。 

（２）県の役割 

食育・地産地消の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。 

（３）教育関係機関・福祉関係機関等の役割 

教育・保育並びに医療・介護・保険等に関する職務の従事者やそれらの関係機関・団体は、

あらゆる機会や場所を利用して積極的に食育・地産地消を推進するとともに、他の関係者が実

施する食育活動に協力することが求められます。 

（４）農林水産業者等の役割 

消費者のニーズに応じた安全・安心な農林水産物を提供するため、生産工程のすべてを管理

する農業生産工程管理（GAP）や衛生管理の手法（HACCP）、有機農業（JAS 認証）を推進し、そ

の情報提供に努めます。 

また、安心安全な農林水産物の生産を行うことを通じて、『食』に対する理解と地産地消推

進活動を行うことが求められます。他産業と連携した新商品の開発など、新たな分野へ寄与す

ることも期待されます。 

（５）家庭の役割 

食の楽しさを知り、家族揃って食卓を囲んだり食事の準備をしたりなど、食に対する興味が

湧くような取り組みを行うことが求められます。特に子どもにとっては生涯に渡る健康づくり

の基盤となることからも、楽しみながら持続して取り組める活 動を行えるよう期待します。 
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（６）事業者等の役割 

食品関連事業者はもとよりその他の事業者も、その組織する団体等は活動の中で積極的に食

育・地産地消の推進に努めるとともに、他の関係者が実施する食育活動に協力することが求め

られます。 

３ 進行管理 

計画の推進にあたっては、施策を効果的・効率的に推進する観点から、関係部局が中心となって

進捗状況の把握・評価を実施し、適切な進行管理に努めます。また必要に応じて計画の見直しも実

施します。 
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